
地震は日本列島誕生以来の宿命である。しかも，突然，物

心両面に取り返しのきかない被害を与える。昨年１０月４日

に１０名から１５名に増員された，まちづくり委員会は初顔合

わせと次回までの課題を検討し，当面環境，防災，士会内の

地域貢献活動の実務を行う，３つの部会方式で活動を開始し

たところであつた。

しかし，何の前触れもなく，１０月２３日ºｐｍ５：５６ 突

如震度６強の激震が新潟中越地方を襲い大きな被害を与え

た。地震後道路，情報などが遮断された中，東京建築士会か

らも現地の応援要請（ボランテイア派遣）により応急危険度

判定に出かけ，現地の情報が少ない中で精力的に判定作業が

行われた。被災地では建物の安全の判断を求めており，有志

の積極的な働きにより専門家としてこれらの応援要請には答

えることが出来た。しかし，建築物だけでなく生活の不安要

因（飲料水，食料，医薬品，生活の情報）が多く残るため，

緊急応援も現場での横の連絡により，物心両面で孤立させな

いことも必要となる。このためには災害地域の行政機関が中

心となった，情報の集約と分析が行われ，関係者等との緊密

な連絡により，活動のエネルギーを十分引き出すことが望ま

れる。同時に，専門的（建築にかかわる計画，構造，設備，

材料，施工，地盤，地質）なことだけでなく，各分野の専門

家との連携を図り，解決することも重要となる。災害の現場

では従事者の志気は高揚していても時間とともに疲労は蓄積

されてくる。そのため交代要員が必要となる。今回の地震は

東京にも大変貴重な経験と多くの教訓を残した。

去る７月２３日に震度５強に見舞われた東京地方では，交

通機関が麻痺し帰宅困難者も出たのが現状である。建築士と

して震災後の活動はもちろんであるが，日常のまちの実態を

よく知つておくことが緊急時の迅速な行動を可能とする。し

かし，被災地の居住者は心身ともにダメージを受け立ち上が

りにくい。建築士自身が被災しているときもある。近隣の比

較的被害の少ない地域から応援することは，被害を最小にす

る基本である。また，高齢化する時代でもあり，居住地の生

活の情報ネットワークも有効である。地域に密着したまちづ

くりは，人と人の日常生活の付き合いから始まる。その中で

町の安全，生活環境などの相談や情報交換を通じて，町の生

活情報が蓄積されてくる。これが役に立つのである。また，

町の安全のためには，既存の建物を老朽化させないための維

持管理による安全性の確保も大切である。また，町会や自治

会などの一員として活躍し，高齢者から子供までに，親しま

れ，信頼される建築士づくり，そしてこれらの経験と知識を

活かした行動力のある仲間作りを目指していきたいものであ

る。
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